


 



序     文 

 

シリア国物流システム近代化計画プロジェクト（以下、「本プロジェクト」と記す）は、

2006 年 11 月に事前調査団を派遣し、本プロジェクト実施にかかる基本的枠組みに関する協

議議事録（M/M）を締結し、その後 2007 年６月には事前調査団の調査結果を踏まえ、本プ

ロジェクトの実施方針について先方と協議して合意議事録（R/D）を締結しました。 

本プロジェクトは、M/M 及び R/D に基づき、ラタキア港の港湾オペレーションが適正

化されることを目標とし、2007年11月から2009年11月まで２年間、活動を実施しました。 

 国際協力機構は 2009 年７月 31 日から８月 15 日までの間、国際協力機構経済基盤開発部

運輸交通･情報通信第一課長 小泉 幸弘を団長とする終了時評価を実施し、これまでの活

動実績の確認や目標達成等について総合的な評価を行いました。これらの評価結果は、調

査団とシリア国側関係者による協議を経て評価レポート（M/M）としてまとめられ、署名・

交換を行いました。本報告書は、同調査団による協議及び評価調査結果等を取りまとめた

ものであり、関連する国際協力の推進に活用されることを願うものです。 

 最後に本調査の実施に当たり、ご協力とご支援を頂いた両国関係各位に対し、心から感

謝の意を表します。 

 

 

平成 22 月１月 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部長 小西 淳文 
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評価調査結果要約表（和文/英文） 

１. 案件の概要 

国名：シリア国 案件名：物流システム近代化計画プロジェクト

分野：運輸交通 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済基盤開発部 

運輸交通･情報通信第一課 

協力金額（評価時点）：約 238 百万円 

(R/D): 2007 年 6 月締結 先方関係機関：ラタキア港湾公社（LPGC）  

協力期間 期間：2007 年 11 月～2009 年 11 月日本側協力機関：国土交通省 

１-１ 協力の背景と概要 

 シリア国は欧州と中東を結ぶ貿易において恵まれた立地条件を有している。ラタキア港

は、同国の貿易を担う主要港であるとともに、イラクなど地中海へのアクセスを持たない

アラブ諸国のトランジット港として機能している。今後はイラク復興支援の需要増加など

により周辺諸国との海運による交易が活発になると予想されるので、ラタキア港はさらに

大きな役割を果たすことが期待されている。 
 
 JICA は 1990 年代半ばに、ラタキア港、タルトゥース港及びバルクカーゴ用新港の整備を

検討する必要があるという要請を受けて、「シリア国港湾開発計画調査」を実施し、調査

は 1996 年 5 月に完了した。 
 
 JICA は更に 2004 年度には物流近代化分野の短期専門家を派遣して、ラタキア港及びタル

トゥース港における荷役及び書類手続きなどソフト面の効率化に向けた提案をおこなっ

た。この提案を下に、シリア国は我が国に物流近代化計画プロジェクトの実施にかかわる

協力を要請した。 
 
 プロジェクト開始前より、コンテナターミナルを民間委託化ついては話題に上っていたも

のの、シリア側の判断には時間を要すると判断されたこと、また LPGC 側から早期のプロ

ジェクト実施に対する期待が高まっていたため、民間委託が導入されることになった場合

には、PDM 変更も念頭においてプロジェクトの実施に踏み切った。 
 
 本プロジェクトによる協力は 2007 年 11 月から開始し、港湾物流の改善に資するテキスト

及びマニュアル作成を行った。その後、2009 年 2 月に LPGC と民間企業との間でコンテナ

ターミナルの運営契約が締結され、経験豊富な民間オペレーターが LPCG との契約により

サービスを提供することになった。そのため、PDM を修正し、コンテナターミナルに係る

活動は除外し、一般在来貨物に関する荷役効率化を主たる対象とし活動を行ってきた。 

 

１-２協力内容 

（１） 上位目標  「シリアにおける港湾物流システムを近代化する」 

（２）プロジェクト目標 「ラタキア港の港湾オペレーションを効率化する」 

（３）成果 

① 港湾の管理運営が適正化される。 
② 適切な財務管理システムが導入され、当該分野の人材が育成される。 
③ 在来貨物ターミナルのオペレーションが改善される。 
④ 貨物の荷役技術が向上する。 



（４）投入（評価時点） 

日本側：  
 専門家派遣              9 名  ･ 機材供与    約 1,066 千円 
 ローカルコスト負担  約 33,311 千円 ・ 研修員受入       3 名  
相手国側： 
 カウンターパート配置 16 名  
 その他 港湾計画関連 WG：21 名、アクションプラン関連 34 名 
 機材購入及びローカルコスト負担 なし ・土地・施設提供：執務室、研修室を提供

２. 評価調査団の概要 

 調査者 総括：小泉幸弘（JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第一課長） 

評価分析：熊沢憲（（株）アルメック） 

協力企画：岡村京子（JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第一課） 

調査期間  2009 年 7 月 31 日〜2009 年 8 月 15 日 評価種類：終了時評価 

３.評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

 プロジェクト目標： ラタキア港の港湾オペレーションを効率化する 
評価指標： ラタキア港における貨物取扱量が妥当な伸び率を示す 

2009 年上期のラタキア港の貨物取扱量は、前年同期比で約 16％増加している。また、

荷役効率も 2006 年 9 月には 16TEU/時間/船であったのが、2009 年 1 月には 25 TEU/
時間/船と改善している。これらより、プロジェクト目標はおおむね達成している。

 

 上位目標： シリアにおける港湾物流システムを近代化する 
評価指標： 国際貨物が、荷主と荷受人の間で円滑に運搬される 

世界的にみると、2008 年秋に発生した経済危機のために、港湾全体が厳しい状況に

あり、2009 年の四半期で世界全体の港湾コンテナ取扱量は約 20％下落している。 
このような状況にも関わらず、ラタキア港では、前述のように、2009 年上期の貨物

取扱量は、前年同期比で約 16％増加している。これは、本技プロによる物流システ

ムの改善が進むとともに、シリア経済が世界的な不況にもかかわらず、良好な成長を

遂げているためと考えられる。今後、プロジェクトで提案された政策や対策が具体化

するとことで、上位目標は達成される見込みである。 
 

 成果の確認 
【成果１】港湾の管理運営が適正化される。 
全ての成果指標に関する活動は以下のように実施されてきており、成果１はプロジェクト終

了までに達成される見込みである。 
 指標 
① “LPGC の組織改革案がLPGC 内で承認される” 
LPGC の組織運営上の課題を整理するとともに、組織改革の方法とその過程について提案を

行い、総裁が承認した。運輸省からの承認を待って、この組織改革案は実施される。 
② “港湾交通管理計画案が策定される” 
ラタキア港内の車輌交通の現状について、現地実態調査を行い、その結果をもとに整理し、

ラタキア港の交通流の問題点を指摘するとともに、交通流の改善のための方策を提案した。

③ “港湾計画を含めて港湾管理運営に関する専門知識がシリア側に移転される” 
関連する各ＷＧ“舗装の改良”、“港湾作業の安全性改善”、“港湾能力評価方法の技術移転”

において、活動を実施し、それぞれの分野でプロジェクト終了までに活動成果を取り纏める

予定である。 



 

【成果２】適切な財務管理システムが導入され、当該分野の人材が育成される。 
成果２は、以下のそれぞれの指標から判断し、達成されつつあるといえる。 

・指標 
① 港湾財務管理制度の導入 
現状における財務管理制度を確認する為に、ＬＰＧＣ財務部から会計に関する資料提

供を受け、財務状況の把握と、会計規則等の整理を行った。現在のＬＰＧＣの料金体

系及び近隣港の料金について調査を行い、ラタキア港の料金体系上の課題とその解決

に向けた検討を加えた。また、固定費用、変動費用の分析、ＬＰＧＣの将来の投資計

画策定に関する検討を行った。以上の情報から、ＬＰＧＣの財務状況改善に向けた制

度案を作成している。 
② 会計制度が適切に管理される 及び ③予算管理手法の導入 
ＬＰＧＣ財務担当部長との協議によって、LPGC の会計制度は政府の国営公社に適用

される「シリア統合会計システム」に則って一定の合理的方式が確立されており、適

切に財務会計報告が国になされていることがわかった。しかし、日々の運営状況を把

握するための管理会計制度が確立されていなかったため、管理会計制度の導入に焦点

を置いて活動を実施した。管理会計制度の導入のために、“予算管理手法の導入”ＷＧ

を設置し、まず支出に関する予算管理について取り組んだ。 
 

【成果３】在来貨物ターミナルのオペレーションが改善される。 
在来貨物ターミナルの荷役改善については、以下の通り活動が実施されてきたが、在

来貨物荷役を十分に効率化するためには、プロジェクト終了後も LPGC の自助努力が

必要である。 

・指標 
① 在来貨物の荷役効率化計画が準備される 
② 倉庫や上屋での在庫管理計画が策定される 
LPGC は、オペレーション部の荷役担当職員等から構成される WG“在来荷役の質の

向上”を設置し、改善が必要な荷役作業に対して、改善方策の検討を行い、テストプ

ロジェクト計画を作成した。テストプロジェクトでは、より効率的な荷役を行うため、

ネットスリングを実際に試用して、導入について可能性を探った。これらの活動をも

とに、荷役の改善策の提案を行った。しかし、オペレーションの改善策が実際に導入

された場合、作業員がこれまでとは異なる方法に熟練するためには時間を要すると考

えられる。 
 

【成果４】貨物の荷役技術が向上する。 
成果 4 は、ほぼ達成見込みである。ＷＧは、荷役作業効率の計算手法と維持管理記録の

分析手法を学習した。 
・指標 

① 荷役作業効率が適切に管理される 
港湾荷役の作業効率等を分析し、今後必要となる荷役機材を特定するとともに、荷役機

器の整備計画を提案した。 
② 機材調達手続きが確立される 
講義のなかで、コンテナターミナルに係る機材の調達計画手法について指導を行った。

在来貨物は必ずしも取扱量が増加するとは予測されておらず、在来貨物ターミナルにつ

いては機材調達ではなく、まず既存の機材に対して適切に維持管理を実施することが重

要となるため、コンテナターミナルの機材を対象とした。 
③ 機材点検、故障や維持管理等の情報が適切に管理される 
荷役機器の維持管理体制について現状評価を行うとともに、今後の改善計画の提案を実

施し、現状評価にあたっては、日本とラタキアの故障時間率等評価指標の比較を行った。

ラタキア港の機材管理体制の現状を診断するとともに改善に向けた方策を提案した。



３-２ 評価結果の要約  

（１）妥当性 – 高いレベルにある 

 港湾物流システムの近代化は、シリア国の第十次５カ年計画（2006-2010）で定

められている社会経済基盤整備を含む社会的市場経済の発展に不可欠であり、

シリア国政府政策と合致している。 
 本プロジェクトは、日本の対シリア援助方針の一つである社会経済システムの

近代化に資するものである。 
 我が国は、数多くの国において、港湾開発計画策定や維持管理能力向上などの

港湾分野の技術協力を実施しており、高い技術力を持っている。 
 

（２）有効性 –中～高程度のレベルにある 

 2009 年上期のラタキア港の貨物取扱量は、前年同期比で約１６%増加している。

不況の影響によって世界的にみると約 20％貨物取扱量が減少しているにも関ら

ず、貨物取扱量は増加しており、港湾オペレーションの効率化が進んだといえる。

 

 本プロジェクトの４つの成果（①ラタキア港の適切な運営管理が実現される、②

適切な財務管理システムが導入され、この分野の人材が育成される、③在来型タ

ーミナルのオペレーションが改善される、④貨物荷役における技術スキルが改善

される）が達成されることは、港湾オペレーションの効率化につながるといえ、

成果はプロジェクト目標に対して適切に設定されたといえる。 
 

 コンテナターミナルのオペレーション改善がプロジェクトの範囲から除外され

たことにより、プロジェクト目標の達成においてコンテナ部分は外部条件となっ

た。このため、プロジェクトの有効性という観点からは中～高程度となった。

 

（３）効率性 – 中～高いレベルにある 

 プロジェクト実施に対する投入は、JICA 側およびシリア側ともに十分であった。

但し、専門家が途中で変更となり、改めて情報収集を行うなど業務の一部に重複

があったことが C/P より指摘された。 

 

 講義、セミナー、第三国研修（ヨルダン国アカバ港）、本邦研修等の指導内容に

応じた方法を組み合わせて実施することにより、座学で学んだ内容を物流効率化

の進んだ現場で確認することができ、理解促進に相乗効果が得られた。 
 

 WG は既存の組織構成の枠を越えて組織されたため、メンバー同士の組織を越え

た活動が可能となり、それぞれが持つ専門性が活用され、より効率的にプロジェ

クトを実施できた。 
 

 本業務の実施にあたった国際臨海開発研究センター（OCDI）は、世界各国にお

いて港湾分野での技術支援及び開発調査の経験を有しているため、その知見を活

用して、C/P との良好な関係構築やコミュニケーションの促進、効率的なプロジ

ェクト体制の確立につとめ、プロジェクトを円滑に実施することができた。 
 

４）インパクト –将来的にはインパクトが体現される見込みである。 

 本プロジェクトの実施により、ラタキア港における荷役作業の効率化、舗装整備、

港内の交通流の改善がさらに進み、費用低減、時間短縮、貨物の損傷率の減少が

期待される。その結果、将来的にはラタキア港ひいてはシリアの港湾物流システ

ムの改善が進む見込みである。 



（５）自立発展性 –高い自立発展性が確保される見込みである 

 ＪＣＧにおいて、ＬＰＧＣスレイマン総裁からプロジェクトの終了後も、各 WG
の計画内容を実施する強い意志が示された。そのため、WG 方式を継続し、必要

となる人員配置及び体制を確保する意向を示しており、自立発展性は高くなる見

込み。 
 

 WG の活動に対して 2010 年度にも、必要な予算が配賦される予定であることを､

C/P である計画部長オサマ氏より説明受けた。これまでの活動成果が実施される

ことで、港湾オペレーションの効率化がさらに具体的な発展を遂げる見込みであ

る。 
 

 本プロジェクトによる技術移転の成果は、教科書にもとづいて計画内容を予定どおり

に実施することで、十分に継続される見込みである。 

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

 プロジェクト目標であるラタキア港のオペレーション効率化のために、荷役サー

ビスの改善という直接的な部分のみならず、港湾計画、港湾運営組織改善、港湾

財政マネジメント、機材の予防的メインテナンス、港内道路補修と安全確保、と

総合的に取り組んだ。 

（２）実施プロセスに関すること 

 港湾整備に関する課題に対応するために、1 年目は他国の例を用いて講義を中心

とした技術移転をおこなった。2 年目は WG 方式による共同作業でより実践的課

題に取り組み効果の発現を加速させた。 
 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１） 計画内容に関すること 

特になし 

（２） 実施プロセスに関すること 

経験豊富な民間オペレーターが LPCG との運営契約によりサービスを提供することと

なったので、本プロジェクト 1 年目のコンテナ荷役効率化に関する成果を LPGC が直

接的には実践しないこととなった。そのため、2009 年 3 月に PDM を改訂して、コン

テナターミナルのオペレーションをプロジェクトの成果対象から外した。 

 

３-５ 結論 

本プロジェクトの PDM に記載されている活動内容は、期間内にすべて完了する見込み

である。これらの活動により、プロジェクト目標であるラタキア港のオペレーション

の効率改善は大部分達成される見込みである。プロジェクトの上位目標である海運物

流システムの近代化はプロジェクト終了後も LPGC によって活動が継続されるによっ

て達成される見込みである。 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

プロジェクト終了時まで 

 教科書を活用しやすいものとするために、WG の活動成果を反映させる。 
 上位目標達成の確認にむけて、より明確な指標によるデータを収集を強化するこ



と。 
  例えば、在来荷役改善については“接岸時間当たりの取扱貨物量”、荷役機器維持

管理改善については“岸壁クレーンの状態調査”といった指標をモニタリングす

ることを提案している。 
 

プロジェクト終了以降 
 教科書を LPGC が承認し、関係する職員に配布して、十分に活用すること。 
 アクションプランを実施するために、WG を継続させて、必要な予算（舗装、荷

役機材のメンテナンス、安全対策等）及び職員を確保すること。 

 

３-７ 教訓 
（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理

に 
参考となる事柄） 

 本案件では、当初コンポーネントに含まれていたコンテナ部分は、コンテナの民

間委託に伴い UNDP が支援することになったため、コンテナに係る支援を支援対

象から除外した経緯がある。プロジェクトの有効性を高めるために、プロジェク

ト内容については関係機関及び他ドナーとの議論をできるかぎり深めることが重

要である。 
 近年、官民連携案件が増加しつつあるが、先方政府の主体性欠如、民間企業によ

る事業の遅れ、守秘義務に伴う情報非開示などのリスクが懸念される。よって、

案件開始時、及び実施中には、これらのリスクを十分想定して、プロジェクトを

進める必要がある。 
 

３-８ フォローアップ状況 

① LPGC は今後一年間 WG のアクションプラン実施に自ら取り組み、1 年後に活動報

告を JICA に提出する。JICA はその活動報告に基づき LPGC と協議を行ったうえ

で、今後の追加支援の必要性を検討する. 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Summary 
 

I. Outline of the Project 

Country：The Syrian Arabic Republic Project title ： Modernization of Cargo Transportation 

Project 

Issue/Sector：Transport Cooperation scheme：Technical Cooperation 

Division in charge：Transportation and ICT 
Division 1, Transportation and ICT Group, 
Economic Infrastructure Department, JICA  

Total cost： 238,000  (thousand) yen 

 

(R/D): Made in June 2007 
 

Partner Country’s Implementing Organization：Lattakia 
Port General Company (LPGC)  

 

Period of 

Cooperation 
(Duration): November 2007 –
November 2009 

Supporting Organization in Japan：Ministry of Land, 
Infrastructure and Transport (MLIT) 

Related Cooperation Project：  

1-1 Background of the Project 

 Syria is endowed with its location to serve trading between Europe and the Middle East. Lattakia Port 
is a major port in the country as well as a transit port for the neighbouring countries like Iraq which do 
not have direct access to the Mediterranean Sea. As more active maritime trade with the neighbours 
because of increased restoration assistance need to Iraq and others is predicted in the future, larger role 
of Lattakia Port is expected.  

 

 JICA conducted the study on port development plan in the mid-1990 in response to the request from 
the Government of Syria on studying the ports of Lattakia, Tartous and a new bulk-handling. It was 
completed in May 1996.  

 

 In addition, JICA dispatched a short-term expert in the modern logistics in FY 2004. The expert finally 
made a proposal on more efficient cargo handling and document processing procedure at both the 
ports of Lattakia and Tartous. With this proposal, the Government of Syria requested cooperation to be 
extended to the project for modernizing cargo transportation from the Government of Japan.   

 

 The JICA’s technical cooperation project commenced from November 2007 which produced textbooks 
and manuals for improvement of port logistics. In February 2009, a container terminal management 
contract was made between LPGC and a private operator. In response to it, the project revised its PDM 
where container terminal related activities are deleted and then more efficient conventional cargo 
related handling services are focused.  



1-2 Project Overview 

(1) Overall Goal       “Maritime cargo transport system is modernized.” 

(2) Project Purpose    “Efficient port operations at Lattakia Port are achieved.” 

(3) Outputs           

(1) Proper management and operations of the port is realized.  

(2) A proper financial management system is introduced and human resources in the field are developed.  

(3) Conventional terminal operations are improved.  

(4) Technical skills in cargo-handling are improved.  

(4) Inputs 

 Japanese side： 

  Expert    9    

Equipment  approx. 1,066(thousand)Yen 

  Local cost   approx. 33,311 (thousand) Yen 

  Trainees received     3      

Syrian Side： 

  Counterpart      16        

    Others  Port Planning WG   21  , Action Plan WG   34  

Equipment     (none)  

  Land and Facilities   Provision of working and lecture space  

Local Cost          (none)  

 II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

Team Leader: Mr. KOIZUMI Yukihiro, Director of Transport and ICT Division 1, JICA 

Evaluation Analysis: Mr. KUMAZAWA Ken, Consultant 

Cooperation Planning: Ms. OKAMURA Kyoko,  Transport and ICT Division 1, JICA 

Period of 

Evaluation 

31/July/2009 - 15/August/2009 Type of Evaluation：Terminal  

III. Results of Evaluation 

  Lattakia Port increased its cargo throughput by 16% during the first half of 2009 compared with the 

amount recorded during the first half of 2008. In addition, cargo handling efficiency has been apparently 

improved, i.e., 16 TEU/hour/ship in September 2006 prior to the Project and 25 TEU/hour/ship in January 2009. 

Therefore, it can be said that the Project has considerably contributed to efficient port operations. 

Overall Goal       “Maritime cargo transport system is modernized.” 

   Verifiable Indicators “International trading cargo is smoothly delivered between shippers and consignees”

  Overall Goal is supposed to be achieved by LPGC’s continuous effort.   

 

  



3-2 Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance – High 

 Modern maritime logistics system is inevitable to realize socialized market economy development 
including social and economic infrastructure which is stated in the 10th 5-year Plan of Syria (2006-2010). 
Therefore, the Project’s overall goal is deemed appropriate.  

 

 Efficient port operations at Lattakia Port are absolutely imperative to realize the Project’s overall goal. 
Thus, the Project purpose is set rationally.  

 

 The Project is designed to conform with the Japan’s ODA policy to Syria where the first priority is for 
modernization of socio-economic system. Japan has a comparative advantage over technical cooperation 
in the port sector with abundant experiences at many recipient countries.  

 

(2) Effectiveness – Middle to high 

 In addition, cargo handling efficiency has been apparently improved, i.e., 16 TEU/hour/ship in September 

2006 prior to the Project and 25 TEU/hour/ship in January 2009. Therefore, it can be said that the Project has 

considerably contributed to efficient port operations. 

 In spite of world depression, Lattakia Port increased its cargo throughput by 16% during the first half of 
2009 compared with the amount recorded during the first half of 2008.  

 

 Four (4) project outputs: (i) “proper management and operation of the port is realized”, (ii) “a proper 
financial management system is introduced and human resources in the field are developed”, (iii) 
“conventional terminal operations are improved” and (iv) technical skills in cargo-handling are 
improved” have been produced with duly considered local conditions. 

 

 In addition to a set of lectures with textbooks, six (6) working groups (WG) were formed and more 
practical technical advices were provided.  

 

 On the other hand, the work related to container terminal operation was deleted in the revised PDM. It 
means containerization becomes an external condition on the way to achieving the Project purpose. It 
affects the project effectiveness to be rated as “middle to high”.  



(3) Efficiency – High 

 Inputs from both the JICA and LPGC sides are adequate to implement the Project. However, the CP 
pointed out expert replacement and associated work duplication partially in the areas of data collection 
and others.  

 

 The Project has conducted various activities such as a series of lectures, seminars, the third country 
training to Acaba Port of Jordan and counterpart training in Japan by the methods suitable for those 
activities. Those activities as a whole brought about a synergy effect.  

 

 Some WG have an inter-department member structure which allows a broader scope across routine works 
and utilizes their specialities. Such staffing and organizational efforts led to efficient project 
implementation. 

 

 OCDI, forming an expert team for the Project, has rich experiences of technical assistance and 
development studies in the port sector at many countries. By utilizing their know-how, the Project was 
conducted in high efficiency.    

(4) Impact – To be realized within 2-4 years  

 It is expected that the Project and its continuous implementation will enable efficient cargo handling 
services, satisfied intra-port road pavement and orderly intra-port traffic circulation which eventually 
contribute to cost reduction, time saving and cargo protection from damage.  

 

 According to the CP questionnaire survey, more than half of the respondents expect to realize the Project 
impact after 2-4 years from the completion. 

(5) Sustainability – To be highly anticipated  

 General Manager Suleiman Balouch shows a strong will to implement the plans prepared during the 
Project. Some senior LPGC officials mentioned that the WG method will continue for implementation. It 
is expected that a proper implementation body with sufficient staff will be prepared to ensure the project 
sustainability.  

 

 It is anticipated to allocate adequate budget for the WG activities in the year 2010. Such implementation 
will be able to enhance further efficiency in port operations in a concrete manner.   

 

 Technology transfer has been done in the course of the Project. The counterparts will be able to maintain 
technology level provided that the Project’s plans and programs will be implemented as scheduled and 
based on the textbooks and manuals.   



3-3 Factors promoting better sustainability and impact 

(1) Factors concerning to Planning 

In order to meet the project purpose “Efficient port operations at Lattakia Port are achieved”, the project 
scope encompasses not only direct cargo handling services but also indirect aspects such as port planning, 
port authority organization, port financial management, preventive equipment maintenance, port safety and 
port road repairing in such a comprehensive manner.  

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

For the first year, technical cooperation activities were done based on mainly lectures with much quoting 
international experiences to CP. For the second year, a WG method was introduced on more practical 
subjects. This collaboration works have accelerated project impact.     

3-4 Factors inhibiting better sustainability and impact 

(1) Factors concerning to Planning 

(no particular factor)  

(2) Factors concerning to the Implementation Process  

The revised PDM excludes container terminal operation as one of the project outputs, since an 
internationally experienced terminal operator is going to provide services based on a management contract 
with LPGC. It becomes difficult for LPGC to directly implement the first year’s project output concerning 
efficient container terminal services.  

3-5 Conclusion 

The Project will be able to accomplish all the activities stated in the PDM version 2 within the project 
period. The project purpose – “Efficient port operations at Lattakia Port are achieved” – is going to be 
mostly achieved. The overall goal – “Maritime cargo transport system is modernized.”- will be able to be 
achieved by continuous LPGC’s efforts after the Project is completed.  

3-6 Recommendations 

By the end of the Project 

 Textbooks/manuals are to be modified with significant WG results for broader use  

 

 Explicit and comparable performance indicators are to be collected for the post project evaluation which 
will be undertaken after 3 years from the project completion.  

After the completion of the Project 

 Textbooks/manuals should be authorized by LPGC as official ones and for dissemination and wide use. 

 

 When implementing the Action Plan, LPGC is requested to continue WG activities with enough budget 
allocation (e.g., pavement, maintenance of cargo handling equipment, safety measures) and staff 
assignment. 



 

 

 

 

 

 

 

 

3-7 Lessons Learned 
 To enhance project effectiveness, it is necessary to make in-depth discussion on project contents among 

the agencies concerned and to avoid activity duplication between donors.  

 

 A recipient country must be accountable for its requirement.  

 

 Nowadays, public-private-partnership projects have increased in number while larger project risk must 
be raised through poor arrangement by the public sector, delayed implementation by the private sector 
and limited information disclosure in compliance with confidentiality obligation in a contract. Those 
projects should be commenced and implemented in due course taking the afore-mentioned risks into 
account.    

3-8 Follow-up Situation 

LPGC is going to implement the Action Plan to be produced by the WG for the coming one year and LPGC 
will report their activities to JICA. JICA will then discuss with LPGC based on the activity report and 
examine any needs for additional JICA support.   



第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣目的 

① プロジェクトの実績及び成果達成状況について確認を行い、５項目評価に基づいて、 

プロジェクトにより達成された成果、及びプロジェクト活動を通じて得られた教訓

についての確認を行う。 

② 本案件に対する追加的支援の必要性について、シリア国側と協議を行い検討する。

その結果を、終了時評価の報告書中“Recommendations”の項に必要に応じて、具体案

を記載する。 

③ 上記を評価レポートに取りまとめ、合同調整委員会（JCC）等を通じ、双方で内容

を確認し、合意事項についてミニッツに取りまとめて、シリア国側代表とともに署

名を行う。 

 

１－２ 現地調査日程  

2009 年８月１日（土）～８月 14 日（金）  

官団員は８月８日（土）より入国（詳細日程は添付資料２参照） 

 

１－３ 終了時評価調査団の構成 

総 括： 小泉 幸弘  （JICA 経済基盤開発部 運輸交通･情報通信第一課長） 

評価分析： 熊沢  憲  （㈱アルメック 取締役） 

協力企画： 岡村 京子  （JICA 経済基盤開発部 運輸交通･情報通信第一課） 

 

１－４ プロジェクトの概要 

 シリア国は、欧州と中東を結ぶ玄関口として、貿易に恵まれた立地条件を有しており、

同国の主要港湾は国際貿易港湾であるラタキア港及びタルトゥース港である。ラタキア港

はその立地条件から、以前は黒海・東地中海航路において、ルーマニアのコンスタンツァ

港と並んで主要な港湾として位置づけられてきた。しかし、現在では同航路及び東地中海

地域におけるハブ港としての地位を失い、フィーダー港としてエジプト、イタリア、ウク

ライナ、トルコ等との交易を行っている。 

 一方、ラタキア港は、地中海へのアクセスを持たないアラブ諸国へのトランジット港と

しても機能しており、イラク及びヨルダンへのトランジットを行っている。特にイラクへ

は、ラタキア港を利用することにより北部、中部へ鉄道あるいはトラックによる最短距離

での輸送が可能であるため、欧州からのイラク復興支援向けのトランジット貨物が近年急

増している。 

 また、シリア国は長期ビジョン（目標年次 2025 年）を実現するため第 10 次５カ年計画

を策定し、同計画では社会市場経済の導入（公平性及び公正性を確保した上で円滑に市場
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経済が運営されること）を掲げて、市場経済への緩やかな移行、海外等からの投資による

経済改革の推進、輸出の強化に関する施策を進めている。さらに、シリア国を含むアラブ

諸国は 2005 年に域内の関税を廃止し、また地中海沿岸諸国は 2010 年に EU を含む環地中

海自由貿易圏の創設を予定している。このように、今後、周辺諸国との海運による交易の

活性化が予想され、欧州と中東を結ぶ玄関口としての機能を有するシリア国及びその主要

港湾であるラタキア港の役割の重要性は高まることが予想される。 

かかる状況を受け、シリア国はわが国に対してラタキア港の管理、運営、財務の近代化

に係る協力を要請し、事前調査および実施協議調査の結果、2007 年 11 月より２年間の予定

で本プロジェクトを実施してきた。2009 年２月には、ラタキア港のコンテナターミナルに

ついて、民間のオペレーター（CMA CGM 社（仏））とのマネジメント契約が締結された。

そのため、JICA は運営指導調査団を 2009 年２月～３月に派遣し、コンテナターミナルに

関する活動はプロジェクトからは除外し、LPGC から要望が出された６つの課題について

取り組むことを協議し、PDM を改訂した。これら６つの課題（舗装の改良、予防保全の導

入、在来荷役の質の向上、港湾作業の安全性改善、予算管理手法の導入、港湾能力評価方

法の技術移転）について、６つのワーキンググループ（WG）を設置し、各課題の改善に取

り組んできた。 

 

１－５ 団長所感 

（１） 物流近代化へのアプローチ 

物流近代化への対応にあたり、第一に実施・検討されている処方箋は施設の拡大・拡充、

なかでもコンテナ化への対応である。コンテナ輸送は効率性、安全性、低廉性等の優位性

により先進国はもとより途上国でも一般在来貨物からの転換が急速に進んできた。国内外

問わず、コンテナ化に対応するため、一定規模の水深、岸壁延長をもった新規埠頭建設や

ガントリークレーン等オペレーション施設の導入などが進められてきている。 

他方、JICA によるラタキア港物流近代化への取組にあたっては、新規コンテナ港建設と

いうアプローチではなく、既存施設の最大限の活用を目指したことに特徴がある。このた

め、港湾運営管理、財務管理、コンテナ荷役改善、在来貨物荷役改善（含む港内交通改善）、

荷役技術改善（含む荷役機械メンテナンス）が対象となったものである。これらは一見す

ると地味な取組であるが、これらの改善を通じて既存ストックの最大限の活用を図るとい

うアプローチは、専門家を現地に長期間派遣しカウンターパートに対して技術協力を行う

という、日本 ODA ならではの優位性であると考える。 

 

（２） コンテナ運営民営化への対応 

わが国においては、コンテナオペレーションは港湾管理者や埠頭公社による運営が一般

的である。他方世界では、シンガポール港運営会社（PSA International）による中国・大連

港コンテナターミナル運営受託、船社直営によるターミナル運営など民間委託・民営化が

潮流となっている。ラタキア港においては当初 LPGC が直営でコンテナオペレーションを
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行っており、それを前提として本技プロのコンポーネントにコンテナ荷役改善を含むこと

としていたが、他方 UNDP の協力によりコンテナ民営化の話しがでていたことも事実であ

る。コンテナ民営化検討状況に関し JICA・専門家から LPCG を通じて、また直接 UNDP に

情報共有の働きかけを行ったものの、結果として、UNDP の提案を踏まえて 2009 年２月に

民間との契約がなされ、これを受けて JICAのコンポーネントからコンテナ荷役改善は外し、

より実務的な課題に対応することとなった。この対応についてはカウンターパートからも

高く評価されているものの、コンテナポーションの取り扱いについては、例えば LPCG の

民間契約に関するスーパーバイズ能力強化などもありえたのではないかと考える（非公式

情報では UNDP が反対したとのこと）。 

 

（３） カウンターパートとの協力体制 

今回の技プロにあたり、特記すべき事項としてカウンターパートとの協力・信頼関係構

築への試みを強調したい。第一に LPCG 総裁が直接カウンターパートとしてアサインされ

たことは大きな意味を持つ。通常カウンターパートは実務者クラスが任命されており、実

施機関トップはステアリングコミッティー等の機会に意思表明、意見交換を行うことが多

いものと思われるが、本技プロでは総裁を筆頭に部長クラスをインボルブさせるとともに、

専門家チームと総裁との毎朝の定例ミーティングを実施してきているなどトップレベルと

の不断の関係がプロジェクトの進捗に大いに寄与してきたものと考える。 

また、20 回を越すワークショップ、４回の技術セミナーを実施するなど、実務者クラス

のみならず一般職員への情報共有を図ってきたことは、専門家チームとカウンターパート

との相互信頼関係を構築し、本プロジェクトを成功に導いた要因と考える。 

 

（４） 今後の協力方針 

専門家チームは６つの緊急プロジェクト（港内舗装改良、予防メンテナンス、在来荷役

質の向上、安全性向上、予算管理手法導入、港湾能力評価）に対するワーキンググループ(WG)

を設置、WG ごとに今後取り組む課題をまとめ、具体的提案を行う。専門家チームによる協

力は 2009 年 11 月に終了するが、安易に協力期間の延長を行うのではなく、その後約１年

間は LPCG の自助努力により提案に沿った着実な実施を行うこと、JICA はしかるべき時期

に実施状況をモニタリング、追加的協力が有効な分野についてはフォローアップ等のスキ

ームを活用して行うこととしたい。モニタリング時期としては本技プロ終了後１年を経過

した 2010 年 11 月～2011 年３月頃が妥当と考える。 

 

（５） 事後評価に際しての留意点 

本技プロは投入金額が２億円を超えることから、事業終了後数年後に事後評価を行うも

のと思われる。事後評価実施にあたっては現地を訪問したうえで行うことが望ましいが、

国内作業のみで実施する場合、以下の点に留意が必要。 

ア．先述の通り本プロジェクトは物流近代化へのアプローチとして円借款供与等による
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施設整備を伴ったものではなく、既存施設の最大限の活用を図るアプローチを採用し

ていること 

イ．コンテナ荷役を協力コンポーネントから外すこととなり、LPCG からより実務的、具

体的課題への対応を必要とされ、それがプロジェクト後半の中心となったという経緯

があること。コンテナ運営民営化によるコンポーネント外となったことは物流近代化

への協力のキラーアサンプションともいえるものであるが、こうしたなか、先述の日

常レベルでの LPCG総裁との定例協議や適切なタイミングでの運営指導調査団派遣に

より、LPCG が直面している実務的・具体的課題に専門家チームが対応してきたこと 

ウ．評価指標に関し、終了時評価の際に専門家チームやカウンターパートとも議論をし、

各分野に対応する指標の確認・精緻化を行った。しかしコンテナ貨物取扱量は定量

化・計量しやすい指標であるが、在来荷役効率化の指標となりうる事故率、船舶滞岸

時間、また港内交通安全性向上として交通事故発生数などは、データ収集、加工が容

易ではない。このため特に机上調査で実施する場合、適切な数値が得られないことが

懸念される。このため、同港のデータだけでなく、シリア国タルキア港や近隣諸国港

との比較検討などクロスチェックもあわせて行い、多面的な観点から評価を行うこと

を提案したい。 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２－１ 評価の手順 

評価は、「JICA 事業評価ガイドライン 改訂版」に従い、以下の手順によって実施した。 

① プロジェクトの現状把握と検証  

② 評価５項目による価値判断 

③ 提言の策定と教訓の抽出 

 

２－２ 評価目的および評価方針の確認 

（１） 目的の確認 

評価調査に先立ち、専門家と団員の協議、対処方針会議を開催し、評価の目的を第１章

１－１に記載の通りに確認した。 

（２） プロジェクト計画内容の把握     

プロジェクトの事前調査報告書（2007 年７月）、運営指導調査報告（2009 年２月～３月）、

専門家の第一年次及び第二年次業務完了報告書、第三年次業務計画書を主たる情報源とし

て、当初計画の内容、その後の変遷の把握に努めた。 

 

２－３ プロジェクトに関する情報収集および評価グリッドの作成 

 評価５項目、すなわち妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の観点からプ

ロジェクトを評価した。各評価項目の視点を以下に示す。なお、終了時評価のため、妥当

性、有効性、効率性についてはこれまでの実績と現状に基づいて評価する。インパクトと

自立発展性については、これまでの実績と活動状況から分析し、終了時評価時点の予測や

見込みについて検証する。 

妥当性 必要性、優先度、手段としての妥当性の観点から、プロジェク

ト実施の正当性・必要性を評価。 

①必要性(ターゲットグループのニーズとの整合性) 

②優先度（シリアの開発政策・わが国の援助計画との整合性） 

③手段としての妥当性（日本の技術の優位性等） 

有効性 プロジェクト目標の達成度を検証し、プロジェクトの効果を評

価。 

効率性 投入(コスト)と成果の達成状況とを比較し、プロジェクトの実

施の効率性を評価。 

インパクト 上位目標の達成見込み、その他の波及効果を評価。 

自立発展性 政策･制度面、組織・財政面、技術面等の観点から、総合的な自

立発展性を評価。 
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２－４ 評価報告書の作成 

評価グリッドをもとに団内協議により日本側調査団案をまとめ、LPGC のスレイマン総

裁以下、各 WG 長と協議を行い、評価報告書を作成した。評価報告書の作成には、日本人

専門家、JICA シリア事務所の参加を得た。英文にて作成した評価報告書は、合同調整会議

（JCC）において合意を得た後、ミニッツ（M/M）として、シリア側・日本側の代表により

署名された。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

 

３－１ 投入実績 

終了時評価時点でシリア国側、日本国側の投入実績は以下のとおりである。 

（１） シリア国側投入 

 LPGC カウンターパート配置：16 名、 

 その他参加者  

港湾計画関連 WG 及びアクションプラン関連 WG 参加者：28 名 

 専門家執務室及び研修室の提供         

（２） 日本国側投入 

 専門家派遣：９名（国内=2.0M/M、現地=48.4M/M） 

 機材供与：約 107 万円（2007 年及び 2008 年は０円、2009 年約 107 万円） 

(ネットリング、ベルトスリング、設備診断機器) 

 ローカルコスト負担：3,331 万円 

 国別研修実施：研修員３名受入、期間 2008 年８月 31 日～同年９月 13 日 

 第三国調査実施：研修員６名、専門家４名、期間 2008 年 11 月 10 日～同

年 11 月 14 日、場所 ヨルダン国アカバ港   

 

３－２ 活動実績 

 

第一年次 （2007 年 11 月～2008 年３月） 

・ 2007 年 11 月～12 月にかけて初期調査実施。（ラタキア港内現地調査、聴き取り調査、

UNDP との調整実施。） 

・ 2008 年１月第一回技術セミナー を LPGC にて実施。出席者 100 名。（テーマ：シリア

港湾概要とラタキア港の課題、コンテナ輸送の世界的動向、コンテナターミナル運営、

荷役システム動向） 

・ 2008 年２月第一回 JCC をダマスカスにて開催（実施体制の確立。活動計画の承認）。 

・ 現地再委託による港湾荷役の現況、港湾交通の現況及び港湾施設の維持管理状況につ

いて実態調査を実施。 

・ 各種計画書・マニュアル（「港湾管理運営計画書」、「港湾財務改善計画書」、「オペレー

ション改善計画書」、「交通管理計画書」、「交通管理計画書」、「荷役改善マニュアル」）

の第一次案の作成。 
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第二年次 （2008 年５月～2009 年３月） 

・ 2008 年６月第二回技術セミナーを LPGC にて開催。出席者 100 名。（テーマ：港湾管理

の組織改革、港湾再開発、コンテナターミナル運営） 

・ 2008 年８月 31 日から９月 13 日にかけて、国別研修を実施。（日本の港湾政策、港湾会

計制度、港湾運営体制等に関する講義や、東京港、博多港、名古屋港の視察） 

・ 2008 年 11 月第二回 JCC をラタキアにて開催。（インテリウムレポートの承認） 

・ 2008 年 10 月から 12 月にかけて、港湾管理、運営、港内交通、財務、維持管理オペレ

ーション等について、LPGC 関係部局職員に対して現地研修（講義と意見交換）を実施。

・ 2008 年 11 月 10 日から 11 月 14 日にかけて、ヨルダン国アカバ港を視察。コンセッシ

ョン契約によるコンテナターミナル運営の先例として、管理運営体制のあり方や荷役

効率の向上等について調査を実施。 

・ 2008 年 12 月第三回技術セミナーを LPGC にて実施。出席者 100 名。（テーマ：技術移

転の進捗、国別研修成果、第三国調査成果） 

・ 各種計画書・マニュアルの作成を進めた。 

・ モニタリングの実施。（現地研修の各テーマに対する C/P の理解度を整理） 

・ 2009 年２月 LPGC からの要望を受けて、「需要推計」、「港湾の能力評価」、「土地利用計

画」について、具体的な計画事例、算定方法に関する研修講義を実施した。 

・ 2009 年２月から３月にかけて、JICA による運営指導調査の実施。2009 年２月 CMA

CGM と LPGC とのコンテナターミナルマネジメント契約を受けて、コンテナに関する

部分を PDM から削除することとした。 

・ 2009 年３月第三回 JCC をダマスカスにて開催。（プロジェクトの進捗状況報告と PDM

変更について承認を得る。アクションプランの実施決定。） 

・ 各種計画書及びマニュアルの更新を行った。 

第三年次 （2009 年４月～評価時点） 

・ 2009 年４月アクションプラン実施のための６つの WG（舗装の改良、予防メンテナン

スの導入、在来荷役の質の向上、港湾作業の安全性改善、予算管理手法の導入、港湾

能力評価方法の技術移転）の設置。 

・ 各 WG において、現状分析、改善策を検討し、アクションレポートとして取りまとめ

中である。 

 

３－３ プロジェクト成果の達成状況 

【成果１】港湾の管理運営が適正化される。 

全ての成果指標に関する活動は以下のように実施されてきており、成果１はプロジェ

クト終了までに達成される見込みである。 

指標 
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（１）“LPGC の組織改革案が LPGC 内で承認される” 

LPGC の組織運営上の課題を整理するとともに、組織改革の方法とその過程について

提案を行い、総裁が承認した。運輸省からの承認を待って、この組織改革案は実施され

る。 

（２）“港湾交通管理計画案が策定される” 

ラタキア港内の車輌交通の現状について、現地実態調査を行い、その結果をもとに整

理し、ラタキア港の交通流の問題点を指摘するとともに、交通流の改善のための方策を

提案した。 

（３）“港湾計画を含めて港湾管理運営に関する専門知識がシリア側に移転される” 

成果１に該当する WG の活動は、“舗装の改良”、“港湾作業の安全性改善”、“港湾能

力評価方法の技術移転”である。 

 WG“舗装の改良”： LPGC は、建設部の土木技術者等から構成される WG を設

置した。WG 設置時に設定したほとんどの活動（改良必要箇所の特定、損傷箇

所に対する維持作業の優先順位付け、費用算出）を終了させている。残りの期

間では、良好な舗装状態を保つために維持管理制度について議論を行う。 

 WG“港湾作業の安全性改善”： LPGC は、オペレーション部及び港湾警察の担

当職員等から構成される WG を設置した。港内の事故報告や ILO の実施規則等

を分析したのち、『ラタキア港での安全規則』（案）を策定した。また、LPGC

では作業員の基本的安全用具が使用されていない状態であったため、安全ヘル

メット、作業着、作業靴、手袋を試験的に導入した。活動報告はドラフトが出

来ており、プロジェクト終了までに完成される見込みである。 

 WG“港湾能力評価の技術移転”： LPGC は、計画部、オペレーション部等の港

湾計画担当職員から構成される WG を設置した。過去のラタキア港湾開発の計

画内容をレビューし、港湾開発の計画手法を分析した。その後、港湾統計や荷

役作業記録等を分析し、ラタキア港の現在の港湾能力評価を行った。その後、

ラタキア港の港湾能力の算定、港湾計画案の策定を進めている。 

 

【成果２】適切な財務管理システムが導入され、当該分野の人材が育成される。 

成果２は、以下のそれぞれの指標から判断し、達成されつつあるといえる。 

指標 

（１）港湾財務管理制度の導入 

現状における財務管理制度を確認する為に、LPGC の財務部から会計に関する資料提

供を受け、財務状況の把握と、会計規則等の整理を行った。現在の LPGC の料金体系及

び近隣港の料金について調査を行い、ラタキア港の料金体系上の課題とその解決に向け

た検討を加えた。また、固定費用、変動費用の分析、LPGC の将来の投資計画策定に関

する検討を行った。以上の情報から、LPGC の財務状況改善に向けた制度案を作成して

いる。 
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（２）会計制度が適切に管理される 

（３）予算管理手法の導入 

LPGC 財務担当部長との協議によって、LPGC の会計制度は政府の国営公社に適用され

る「シリア統合会計システム」に則って一定の合理的方式が確立されており、適切に財

務会計報告が国になされていることがわかった。しかし、日々の運営状況を把握するた

めの管理会計制度が確立されていなかったため、管理会計制度の導入に焦点を置いて活

動を実施した。管理会計制度の導入のために、“予算管理手法の導入”WG を設置し、ま

ず支出に関する予算管理について取り組んだ。 

 WG“予算管理手法の導入”： LPGC は、財務部及び会計部の担当職員から構成

される WG を設置した。現行の会計規則と今後の支出予算管理に必要な項目を

加味した勘定科目等の整理を実施した。また、国に提出する公式財務報告書の

月間、四半期の様式を管理会計のために改良し、定例部長会議で報告した。そ

して、この様式を用いてプロジェクト期間中の支出予算管理の試行を行ってお

り、近い将来には、この様式を LPGC が実際に活用し、管理会計システムの導

入が促進されることが期待される。 

 

【成果３】在来貨物ターミナルのオペレーションが改善される。 

在来貨物ターミナルの荷役改善については、以下の通り活動が実施されてきたが、在

来貨物荷役を十分に効率化するためには、プロジェクト終了後も LPGC の自助努力が必

要である。 

指標 

（１）在来貨物の荷役効率化計画が準備される 

（２）倉庫や上屋での在庫管理計画が策定される 

 WG“在来荷役の質の向上： LPGC は、オペレーション部の荷役担当職員等から

構成される WG を設置した。港湾統計、荷役作業記録及び現地調査により、荷

役の作業効率、荷傷み損壊の防止、作業の安全性の観点から、改善が必要な作

業項目を抽出し、改善が必要な荷役作業に対して、WG 内で改善方策の検討を

行い、テストプロジェクト計画を作成した。テストプロジェクトでは、より効

率的な荷役を行うため、ネットスリングを実際に試用して、導入について可能

性を探った。これらの活動をもとに、荷役の改善策の提案を行っている。しか

し、オペレーションの改善策が実際に導入された場合、作業員がこれまでとは

異なる方法に熟練するためには時間を要すると考えられる。 

 

【成果４】貨物の荷役技術が向上する。 

成果４は、ほぼ達成見込みである。WG は、荷役作業効率の計算手法と維持管理記録

の分析手法を学習した。 

指標 
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（１）荷役作業効率が適切に管理される 

港湾荷役の作業効率等を分析し、今後必要となる荷役機材を特定するとともに、荷役機

器の整備計画を提案した。 

（２）機材調達手続きが確立される 

講義のなかで、コンテナターミナルに係る機材の調達計画手法について指導を行った。

在来貨物は必ずしも取扱量が増加するとは予測されておらず、在来貨物ターミナルにつ

いては機材調達ではなく、まず既存の機材に対して適切に維持管理を実施することが重

要となるため、コンテナターミナルの機材を対象とした。 

（３）機材点検、故障や維持管理等の情報が適切に管理される 

  荷役機器の維持管理体制について現状評価を行うとともに、今後の改善計画の提案を

実施し、現状評価にあたっては、日本とラタキアの故障時間率等評価指標の比較を行っ

た。ラタキア港の機材管理体制の現状を診断するとともに改善に向けた方策を提案した。 

 WG”予防保全の導入”： LPGC は、技術部の幹部職員等から構成される WG を

設置した。LPGC が自ら維持管理を行う荷役機器を決めて、機器毎のメンテナ

ンス方針の選定、予防保全の導入対象機器の選定を行い、過去の検査記録、修

理･部品交換記録等の維持管理記録及びそれらに要した費用等の記録を整理・

分析を行った。これをもとに、WG 内で維持管理方法の改善案を作成中であり、

プロジェクト終了までに完了する見込みである。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

 プロジェクト目標： ラタキア港の港湾オペレーションを効率化する 

 評価指標： ラタキア港における貨物取扱量が妥当な伸び率を示す 

  プロジェクト目標は概ね達成しているといえる。 

2009 年上期のラタキア港の貨物取扱量は、前年同期比で約 16％増加している。また、荷

役効率も 2006 年９月には 16TEU/時間/船であったのが、2009 年１月には 25TEU/時間/船と

改善している。これらの指標より、ラタキア港の港湾オペレーションは効率化が進んでき

ており、プロジェクト目標は概ね達成しているといえる。プロジェクト実施前よりオペレ

ーションの効率化は進みつつあるとはいえ、効率化をさらに進めるためには、LPGC はプロ

ジェクトで得た知識及び経験を活用して、６つの緊急事項として取り上げた項目について

継続的に取り組むことが必要である。  

 

３－５ 上位目標の発現度 

 上位目標： シリアにおける港湾物流システムを近代化する 

 評価指標： 国際貨物が、荷主と荷受人の間で円滑に運搬される 

 今後も LPGC による自助努力が継続されることで、上位目標は達成される見込みであ

る。ラタキア港の港湾物流システムの近代化のために、本プロジェクトでは、上述のとお

り、数多くの取組みを実施してきたところである。世界的にみると、2008 年秋に発生した
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経済危機のために、港湾全体が厳しい状況にあり、2009 年の四半期で世界全体の港湾コン

テナ取扱量は約 20％下落している。このような状況にも関わらず、ラタキア港では、2009

年上期の貨物取扱量は、前年同期比で約 16％増加している。 

これは本技プロによる物流システムの改善が進むとともに、シリア経済が世界的な不況

にもかかわらず、良好な成長を遂げているためと考えられる。今後、プロジェクトで提案

された政策や対策が具体化するとことで、上位目標は達成される見込みである。 

 

３－６ プロジェクトの実施プロセスにおける特記事項 

(１)コンテナターミナル運営に関して 

プロジェクト開始時に『コンテナターミナル運営にかかる効率化』は技プロの成果のひ

とつとして設定していた。その後、コンテナターミナルの運営が外部委託されることが決

定されたため、JICA は運営指導調査を実施し、本プロジェクトの枠組みからコンテナター

ミナルに関するコンポーネントを切り離すことで、シリア側と合意した。 

コンテナターミナルの民間委託については、事前調査の際から話題には上っていたもの

の、シリア側の決断には時間が要すると想定されること、また、LPGC 側から早期のプロ

ジェクト実施に期待が高まっていたことを受け、民間委託が導入されることになった場合

には、PDM の内容を変更することも念頭におきプロジェクトの実施に踏み切った経緯があ

る。プロジェクト開始後も、民間委託については専門家がシリア側の動向把握に努めてい

たが、2009 年２月に CMACGM と LPGC との民間委託契約が締結されることが決定した。 

そのため、プロジェクトの再設計のために実施した運営指導調査で、コンテナターミナ

ルの効率化については、本プロジェクトの対象から除くことが確認され、PDM 及び PO を

修正しミニッツを締結している。 

 

（２）プロジェクト開始に至る経緯 

本プロジェクトは、2006 年 11 月に事前調査団を派遣し、本プロジェクト実施にかかる基 

本的枠組みに関する協議議事録（M/M）を締結し、2007 年６月には事前調査団の調査結果

を踏まえ合意議事録（R/D）を締結した。事前の調査をこのように２段階に分けて実施した

背景には、2007 年１月～３月に UNDP によって港湾運営管理計画の事前調査が行われるた

め、その結果を受けて、UNDP と情報共有し、活動内容の重複を避けてプロジェクトのコ

ンポーネントを固めていくためであった。このような方法をとったことで、UNDP の活動

との重複を避け、また LPGC 側の要請内容を確認するための時間を確保することができた。

しかし、同時に、その間にはコンテナターミナル運営の民間委託に関する方針が定まらな

かったこと、またそれについては十分な情報提供がなされなかったため、プロジェクト途

中での PDM の変更を実施した。 
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第４章 ５項目評価 

 

プロジェクトの終了時評価として、JICA が採用する５項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性）による評価をおこなった。評価に際しては、評価グリッド案を

作成したのちに、関連文書・統計のレビュー、LPGC のカウンターパート（C/P）への質問

票調査、そして関連機関及び C/P 中心メンバーへのインタビューをおこなって、評価グリ

ッドの内容づけと分析をおこなった。 

項目ごとの評価内容と結果を以下に示す。評価グリッドは付属資料５として添付する。 

 

４－１ 妥当性 

妥当性では、プロジェクトの必要性と優先度、手段として適切であるかを評価するため

に、シリア国の開発政策、プロジェクトのターゲットグループ及び日本の ODA 政策及び技

術的優位性について分析をおこなった。 

プロジェクトの上位目標である「シリアにおける港湾物流システムを近代化する」は、

シリア国の第 10 次５カ年計画（2006-2010）で定められている社会経済基盤整備を含む社

会的市場経済の発展に寄与するものである。この上位目標を達成するためには、シリアの

主要港でコンテナの取扱いで９割以上を占めるラタキア港のオペレーションの効率化が不

可欠であり、プロジェクト目標は適切に設定されている。なお、プロジェクト開始以降の

港湾効率化に係る達成度を、厳密に測るのは難しいが、以下に示す貨物取扱量と荷役効率

の両面より改善の度合いを把握することができた。すなわち、港湾貨物量は 2008 年及び

2009年のそれぞれの上期を比べると16％の伸びが記録され、コンテナ貨物の荷役生産性は、

2006年 9月に記録した16TEU/船舶/時間から2009年１月には25TEU/船舶/時間に増加して

いる。 

ラタキア港はシリア国の物流にとって重要な位置を占める港湾であるばかりでなく、

UNDP によって将来の拡張が検討されているように、その重要性は、将来さらに高まるこ

とが予想される。したがって、プロジェクトの対象としてラタキア港を選んだことは、適

切といえる。 

2009年２月に LPGC が CMA CGM とコンテナターミナルの運営管理契約を結んだことを

受けて、2009 年３月にコンテナターミナルのオペレーションを PDM から外す改訂をおこ

なった。この外部委託契約は、UNDP が LPGC に指導したものであり、これと関連して UNDP

は LPGC に対してその契約を適切にモニターできるようにする技術協力をする意向である。

質問票調査の結果、この PDM の改訂は、LPGC の C/P 間では適切であったと理解されてい

た。改訂 PDM では、コンテナターミナルに関する直接的活動は除外しているが、港湾計画、

港湾財政システム、荷役機械のメインテナンス、港湾安全等で港湾全体の効率化を進める

ので、プロジェクト目標を達成するためのプロジェクトの妥当性には変化はない。 
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2009 年３月より、港湾運営管理の緊急課題に対応するために、６つのワーキンググルー

プ（WG）を組織して、アクションプランを作ることとなった。この内容は PDM の変更を

ともなわず、C/P のニーズにより実施したものであり、プロジェクト目標実現のための妥当

性は高いといえる。 

本プロジェクトは、日本の対シリア援助方針の一つである社会経済システムの近代化に

資するものである。そして日本の港湾分野の技術協力は他国でも多数実施されており、高

い技術力を持つといえる。この点は、1996 年に完了した「シリア国港湾開発計画調査」お

よび継続的な日本での研修受け入れにより、シリア側でも十分理解されている。 

以上より、本プロジェクトの妥当性は高いと判断した。 

 

４－２ 有効性 

有効性はプロジェクト目標との関係で、プロジェクトの活動の効果を測る評価指標であ

る。終了時評価では、期待されているプロジェクト成果の達成度、WG 活動の効果、そし

て阻害要因について分析した。 

LPGC の C/P への質問票では、本プロジェクトの４つの成果（①ラタキア港の適切な運

営管理が実現される、②適切な財務管理システムが導入され、この分野の人材が育成され

る、③在来型ターミナルのオペレーションが改善される、④貨物荷役における技術スキル

が改善される）については、「達成された」及び「部分的に達成された」との回答を得た一

方、「達成されなかった」は皆無であった。 

講義と教科書作成だけではなく、より実践的な指導を希望するという C/P からの申し出

により、６つの課題ごとの WG（①舗装、②荷役機材の予防的メインテナンス、③在来貨

物の荷役サービス、④港内安全、⑤支出における予算管理システム、⑥港湾計画）を形成

して、C/P の積極的参加により取り組んできた。この効果についても質問票にて調査を行っ

たところ、全ての WG で「達成された」及び「部分的に達成された」との回答があり、支

出における予算管理システム WG と港湾計画 WG では、「完全に達成された」という回答も

あった。一方、舗装 WG と港湾内安全 WG では「達成されなかった」という回答もみられ、

港湾内安全 WG では港湾保安も取り上げてほしかったとの意見もみられた。 

プロジェクト途中で、PDM を改訂してコンテナターミナルのオペレーション改善をプロ

ジェクトの範囲から削除した点については、本プロジェクトの有効性の阻害要因と認めら

れる。コンテナ化は貨物輸送近代化の重要な手段であるが、PDM の改訂によりプロジェク

ト目標の達成においてコンテナターミナル部分を外部要因として扱うこととなったためで

ある。 

以上より、本プロジェクトの有効性は、中から高程度にあると判断した。 

 

４－３ 効率性 

プロジェクト実施に対する JICA の投入は、２年間で専門家８分野 58 人月を予定してお

り、終了時評価段階ではその 88％を消化していた。LPGC 幹部へのインタビューによると、
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JICA 専門家の途中交代にともない引き継ぎが十分でない点があり、作業の一時的な手戻り

があったとの指摘もあった。 

シリア側の投入は、C/P チームに 16 人、６つの WG に C/P チームとの重複を除いて 32

人を配した。多数の人員がプロジェクト活動に参加したことによって、縦割りの組織構造

を持つ LPGC において、それぞれが互いの専門知識を共有することができ、それぞれの知

識に拡がりが生まれたと C/P もプロジェクトの実施体制を高く評価していた。効率的なプ

ロジェクト実施のために、LPGC の現状に即した最善の体制をとったといえる。 

なお、本プロジェクトのために LPGC からの特別な予算措置はなかった。 

プロジェクト期間中は、専門家による一連の講義、三回のセミナー、第三国研修（ヨル

ダン国アカバ港）、本邦研修を組み合わせて実施することにより、C/P の関心や問題及び参

加意識を高めることができ相乗効果が得られたといえる。 

LPGC はカウンターパートを幹部と実務者レベルで二層により組織化して、WG では必要

に応じて部構成にこだわらずに横断的に編成したことにより、より効率的にプロジェクト

を実施できた。LPGC の C/P への質問票によると、課題の設定と JICA 専門家のリーダーシ

ップに高い評価が集まった。本業務の実施にあたった（財）国際臨海開発センター（OCDI）

は、世界各国において港湾分野での技術支援及び開発調査の経験を有しており、本業務で

はそのノウハウを活用して効率的に実施することができた。 

以上より、本プロジェクトの効率性を中から高いレベルにあると判断した。 

 

４－４ インパクト 

インパクトはプロジェクトの長期的、波及的効果を検討する指標であり、終了時調査で

は上位目標の達成、個別成果より期待されるインパクト、そしてアクションプランのイン

パクトを分析した。 

本プロジェクトの上位目標には年次が定められていないが、C/P への質問票では２～４年

後にはプロジェクトのインパクトが体現されるであろうとの回答が最も多かった。プロジ

ェクトの性格と効果発現のタイミングをよく理解した答えといえる。 

専門家チームにより作成された５つの教科書は、内容的には優れたものであるが、一部

の C/P の評価は低いものであった。このギャップが生まれた理由として、講義と教科書配

布の間に相当の時間がうまれたことと、C/P の教科書内容への貢献が限定的だったことを、

C/P 幹部より指摘された。プロジェクト終了までに、教科書には WG の成果を生かして現

地の事情に即した実践的な問題課題解決を含んだものとして編集することが望まれる。 

一方、６つの WG の活動成果には C/P はより大きな期待を寄せている。しかしながら、

終了時評価時点では、WG の活動はつづいており、まだ最終アウトプットはできていない。

最終アウトプットを適切に作成して、それを速やかに実施することにより、ラタキア港に

おける荷役効率の向上、舗装状態の改善、港内交通流の円滑化や安全確保が更に進み、そ

の結果として費用低減、時間短縮、貨物損傷の減少などの便益が期待できる。 

結論として終了時評価は、本プロジェクトのインパクトは２～４年後に体現される見込
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みであると判断した。 

 

４－５ 自立発展性 

自立発展性はプロジェクト終了後の実施の持続性を検討する指標であり、終了時評価で

はそのためにプロジェクトが準備した計画・プログラムを実施する能力と技術移転成果の

維持について分析した。 

C/P への質問票では、15 人中の 14 人が本プロジェクトの計画内容を JICA 専門家チーム

が去った後にも実施するという意志を示した。とくに WG 作業内容への C/P のオーナーシッ

プは強いものがあり、幹部からは実施のために WG 方式を継続するという意見が出された。

ラタキア港のスレイマン総裁は、ミッションとの面談を通じて、リーダーシップ強く計画

内容を実施していくと語った。 

WG が作るアクションプランを実施するために、LPGC は 2010 年以降に適切に予算措置

を取ることが期待される。これにより早い段階から、港湾効率化の成果を具体的に示すこ

とができる。 

プロジェクトによる技術移転の内容は大別すると、①港湾計画、②在来貨物ターミナル

のオペレーション、③港湾荷役機材、④港湾安全とその他港内メインテナンス、からなる。

それぞれの技術移転結果は、教科書にもとづいて計画内容を予定どおりに実施することで、

十分に維持できると思われる。 

結論として終了時評価は、本プロジェクトの自立発展性は高いレベルで確保される見込

みと判断した。 

 

４－６ 評価５項目による評価の結論 

本終了時調査は、プロジェクトの実施に対して、評価５項目のうち妥当性、効率性、自

立発展性において高い評価を与え、有効性とインパクトでそれ以外の評価を与えることに

なった。 

有効性とインパクトの評価理由をもう一度整理すると、有効性では、プロジェクト途中

での PDM の改訂にともなう作業の中断とコンテナー化を直接扱わなくなったことが阻害

要因となったことを考慮して、中から高程度と判断した。インパクトでは、プロジェクト

の成果品として将来活用されるべき教科書の最終版がまだない段階で、途中成果を吟味し

つつ C/P との質問票とインタビューにより、最終化へ課題があることを示した。そして本

件技協の性格および C/P の理解に基づき、本件技協のインパクトが概ね体現されるのは、

２～４年後の見込みとした。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提言 

短期的提言としてプロジェクト終了時までの取組み、長期的提言としてプロジェクト終

了以降の取組みを提言した。 

（１） 短期的提言 

プロジェクト終了時までに取り組む事項として以下の２点を提言した。 

① 教科書を活用しやすいものとするために、WG での活動成果を反映させたものとす 

 ること。 

② ３年後に実施される事後評価のために、より明確な指標によるデータを収集してお 

くこと。例えば、在来荷役改善については“接岸時間当たりの取扱貨物量”、荷役機  

器維持管理改善については“岸壁クレーンの状態調査”といった指標をモニタリン

グすることを提案している 

（２） 長期的提言 

プロジェクト終了以降 

① 教科書やマニュアルを LPGC が承認し、関係する職員に配布し、十分に活用するこ

と。 

② アクションプランを実施するために、WG の活動を継続させ、必要な予算（舗装や

荷役機材）及び職員を確保すること。 

 

５－２ 教訓 

プロジェクトの有効性をより高めるためには、プロジェクト実施前における関係機関で

の議論がさらになされるべきであった。また、被援助国は、要請した側の責任として自発

的かつ積極的に関係者に働きかけることが望まれる。 

 

５－２－１コンテナ部分の削除について 

案件形成時から UNDP との重複が懸念されていたが、コンテナオペレーションの民間委

託とあいまって LPGC、UNDP からの情報開示が十分であったとはいえず、責任機関である

運輸省の判断で UNDP はコンテナ貨物、JICA は一般貨物というデマケがなされた。この結

果、プロジェクト実施途中でコンテナに関するポーションをプロジェクトのコンポーネン

トから削除せざるを得なくなり、上位目標達成に向けた効率性の観点からは普通と評価せ

ざるを得なくなった。 

今後、官民連携として民間の関与する案件が増加するものと考えられるが、民間契約との

守秘義務や実施機関の主体性欠如などにより連絡・調整が不十分なまま日本側に不利な結論

が下されることが懸念される。JICA は実施機関に働きかけを行い、情報開示をもとにより

関係者間でより深い検討がなされるよう先方を促すことが必要と考える。 
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５－２－２ 人材配置の変更について 

専門家が途中で交替したことによって、指導内容に重複があったという指摘が C/P から

なされた。C/P の変更においても同様であるところ、専門家および C/P がプロジェクト期間

に変更となる場合には、円滑かつしっかりと引継ぎがなされることが重要である。 
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付 属 資 料 

 

１． Minutes of Meetings 

２． 調査日程表 

３． 面談者リスト  

４． JCC出席者リスト 

５． 評価グリッド 

６． ５項目評価（質問票への回答を含む） 

７． 面談記録 

８． JCCプレゼンテーション資料 
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